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非居住インド市民とインド系ソフトウェア多国籍企業
NRI and Indian Multinational Software Company
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＜要　　　約＞
　本論文は，筆者による一連のインド系ソフトウェア多国籍企業における企業特殊的優位の
研究のひとつとして，非居住インド市民と海外インド市民権の制度，アメリカの労働ビザ制
度を明らかにして，これらの制度を利用してビジネスを行っているインド系ソフトウェア多
国籍企業の動向，および，従業員として働いているインド系専門技術者の動向を調査分析し
た結果を論じたものである。インド系ソフトウェア多国籍企業は，企業特殊的優位として従
業員を活用している。企業内国際労働力移動を効率良く行う人材マネジメント・システムを
作り上げ，プロジェクト単位の適材適所を実現している。本論文によって，2 国間における
入出国にかんする制度を巧みに利用して企業特殊的優位として専門技術者従業員を活用した
ビジネスを行っているインド系ソフトウェア多国籍企業の一側面を明らかにしたい。
* 大妻女子大学　人間関係学部　人間関係学科　社会学専攻
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１．はじめに
　本論文の目的は，インド系専門技術者がインド
国内外で仕事を行う場合の国籍と在留資格にかん
するルールを明らかにして，彼らがインドとアメ
リカを移動して，企業に勤めながら生活できる環
境が与えられている状況を検討し，インド系ソフ
トウェア多国籍企業がそれを活用し，企業特殊的
優位（Firm-Specific Advantages）としてビジネス
を成長させている姿を明らかにすることにある。
　筆者は，インド系ソフトウェア多国籍企業が，
インド国内で雇い入れた従業員を，企業特殊的優
位を保つ専門技術者に育て上げて，アメリカなど
の先進国に移動させ，先進国顧客企業から間接業
務の業務委託やコンサルテーション・ビジネスを
行っている状況にかんして調査分析を行ってい
る。本論文は，そのひとつとして，インドの非居
住インド市民と海外インド市民権の制度，アメリ
カの労働ビザ制度を明らかにして，これらの制度
を利用してビジネスを行っているインド系ソフト
ウェア多国籍企業の動向，および，従業員として
働いているインド系専門技術者の動向を調査分析
した結果を論じたものである。
　新興国インドのソフトウェア多国籍企業は，ソ
フトウェア・サービスにおける競争優位性によっ
てアメリカなどの先進国市場に食い込み，大きな
成果を実現している。この成果を実現しているの
は，大勢の優秀なソフトウェア専門技術者従業員
である。これらの大勢の優秀なソフトウェア専門
技術者従業員は，海外インド市民としてインドや
アメリカに対してどのように振る舞い，インド政
府，もしくは，アメリカ政府はソフトウェア専門
技術者をどのように扱っているのだろうか。本論
文では，まず，非居住インド市民およびインドの
海外市民権にかんする制度を検討し，次いで，企
業による専門技術者従業員の扱い方をみる。
　現在ではアメリカなどの先進国多国籍企業が安
価で高品質な労働力としての専門技術者を求めて
インドなどの新興国に進出している。これは従来
の多国籍企業論で分析されているように経営資源
を求めた越境である。インドなどの新興国出身の
一部の多国籍企業は，これら先進国を母国とする
多国籍企業に対抗するために従来の先進国型多国
籍企業の成長戦略とは異なる新しい成長戦略を実
行し，アメリカなどの先進国に進出して競争優位
を得ている。その競争優位とは国境を跨ぐ人的資
源として，インド系専門技術者を活用することで
ある（齊藤豊 2015a：113 – 26 頁）。この競争優位
性をインドは国として後押しする制度を設けて経
済開発の一助としており，アメリカは労働ビザや
永住権，市民権などの制度により，新興国や発展
途上国の高度人材を取り込んで，自国の経済を発
展させ，ビジネスを活性化している。
　本論文によって，2 国間における入出国にかん
する制度を巧みに利用してビジネスを行っている
インド系ソフトウェア多国籍企業の姿を明らかに
したい。
２．非居住インド市民と海外インド市民権
　NRI（Non-Resident Indians：非居住インド市民）
は，現在では海外に居住するインド市民という意
味で広く使われている。インド大使館の海外イン
ド市民権の定義（インド大使館，2016）によると，
NRI は，海外で暮らすインド市民（国籍保持者）
であるが，インド政府による正確な定義は税務制
度の中に記述があり，毎年 4 月 1 日から翌年 3 月
31 日の 1 年度に 183 日以上をインド国外で暮らす
インド市民である。NRI は居住国で所得税納税の
義務がある場合が多く，インド国内でも所得税を
課税すると二重課税となるため，インド国内での
所得税納税を免除する制度をとっている。この日
数（海外滞在 183 日）未満の海外滞在の場合は，
RIC（Resident Indian Citizens：居住インド市民）
と呼ばれ，通常の所得税の納税対象となる。
　海外にいるインド市民はこの制度を利用しない
と損をするので，彼らは，通常，この税務制度を
利用している。しかし，NRI 対象者がインド政府
に自分が NRI であるという旨の申請を提出する特
別な申請やそのための申請用紙が存在しているわ
けではない。代わりに毎年行われる納税申告にお
いて NRI であることが公的に記録される。NRI は，
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インドの所得税徴税のためのスキームであり，
NRI であるかどうかのステータスは年度毎に
チェックされる。これは，二重課税を防ぐ意味合
いと海外での活動を後押しする意味合いがある。
第 2 次世界大戦後の 1946 年にインドが独立した
後に実施された混合経済体制によって，工業が後
退し，輸出が減ったために外貨が不足し，インド
人の海外出稼ぎがインドにとって重要な外貨獲得
手段となっていたことに由来すると考えられる。
　現在の NRI のメリットは，①申し出るだけでイ
ンドの銀行で特別な口座を開設できる，②インド
国内で不動産を継続所持できる，③インド国外で
の所得は居住国での納税が行われれば，インド政
府は課税しないが（金利・家賃収入等の）インド
国内における所得は課税する，④ NRI 用にインド
の大学入学枠の特別割り当てがある，⑤インド国
内にいる場合に限り，投票権がある，の 5 点があり，
デメリットは，①インドに投資した資金を取り出
すための許可が必要になる場合がある，②農業用
地および農業施設は購入できない場合がある，③
インド政府の職を保持できない場合がある，④政
治的な役職に選ばれない可能性がある，の 4 点に
なる（Learning India, 2016）。
　インド国籍（市民権）を持つ者は，税制上の
RIC と NRI の 2 つの呼称で呼ばれるが，現在のイ
ンドでは二重国籍と同等の制度が存在している。
インド憲法では，インドと他国の国籍を同時に持
つことは認められていないが，インド政府が設置
したインドのディアスポラに関するハイレベル委
員会は，1955 年に制定した市民権法の中のインド
に起源を持つ者の扱い（7A（1））を海外インド市
民権として許可した（data.gov India Web サイト 
2016b）。
　PIO （Person of Indian Origin）スキームは，2015
年の 1 月 9 日に後述する OCI スキームに統合され
た制度であるが，インド市民ではない者に対して
15 年という長い期間有効なビザを発給する制度で
あった（2）。
　PIO スキームとは，インドから国外移住し，ア
フガニスタン・バングラデシュ・ブータン・中国・
ネパール・パキスタン・スリランカ，その他イン
ド政府が特定した国の市民となった者以外の外国
の市民権を得た特定の区分に属するインド系移民
を対象にした制度である（インド大使館 2016）。
インド国籍と外国籍を持っている者と外国籍しか
持っていない者の双方を対象にしているビザ制度
で，二重国籍に近い制度として重要なものであっ
た。
　PIO スキーム対象者は，①インド国パスポート
を持っていたことがある，②親や祖父母・曽祖父
母がインドで生まれ永住しており，上記の除外国
の市民になったことがない，③インド市民かイン
ド系移民の配偶者，であり，これらのいずれかの
条件に該当した者が申請および手数料を支払うこ
とで，PIO カードを受けることができる。
　PIO カード保持者に与えられるメリットは次の
通りとなっていた。① PIO カード自体がインドへ
渡航する際の複数回入国および多目的ビザとして
扱われ，インドで大学・教育機関に通う，または
ビジネスを行う際に，別途「学生ビザ」や「就労
ビザ」は必要ない，② PIO カード保持者は，イン
ドでの 1 回の滞在が 180 日を越えない場合は，地
域の警察当局への登録義務を免除される，③経済・
金融・教育分野の扱いについては NRI と同等であ
るが，農業用地やプランテーションの取得はでき
ない，④ PIO カードの保持者がインド国内に在住
している場合，PAN（Permanent Account Number（3））
カードや運転免許証を申請する際，またインドで
銀行口座を開く際に PIO カードを身分証明書とし
て使うことができる，⑤指定された入国検査所で
は特別なカウンターで迅速に入国検査を受けられ
る，となっている。なお，PIO カード保持者が連
続して 180 日を越えるインド滞在をする場合は，
その保持者は 180 日から 30 日間の期限が切れる
前に外国人地域登録局または外国人登録局で登録
をする必要があり，PIO カード保持者は，カード
を授与されても，インド政府の事前の許可なしに
制限地域・保護地域を訪問する，もしくは，宣教・
登山・研究を行う資格を与えられるわけではない，
との制限もある。
　PIO スキームが廃止され，実質的に二重国籍を
容認する制度である OCI（Overseas Citizen of India
94
大 妻 女 子 大 学
人間関係学部紀要 人間関係学研究　18　2016
：海外インド市民権）に一本化された。OCI は，イ
ンド市民ではない者に対する終身滞在ビザで，イ
ンド国内で少ない制限の元，働くことができる制
度であり，1955 年の市民権法に定義されている（4）。
　OCI スキームでは，①インドから移住し，パキ
スタンとバングラデシュ以外の外国の市民権を得
た特定の区分に属するインド系移民（PIO）は，
母国（市民権を持つ国）において二重国籍が法律
に基づき許可されている場合，OCI カードを受け
ることができる，② OCI カードを登録した人は，
選挙権を持たず，上院・下院・州議会・地方議会
への被選挙権がなく，大統領，副大統領，最高裁
判所および高等裁判所の裁判官等の憲法上の役職
を務めることはできない，となっている。①の規
定により，アメリカの市民権を持つ PIO は OCI の
対象者となるが，日本国籍を持つ PIO は OCI の対
象者とならないことになる。②の規定により，
OCI カード保持者は選挙権，および被選挙権，一
部の行政・司法職につくことができないことにな
る。
　OCI カード保持者は以下のメリットを享受する
ことができる。①インドへの複数回入国，インド
訪問のための多目的無期限ビザとして利用でき
る，②いかなる長さのインド滞在においても，警
察当局への連絡が免除される，③農業またはプラ
ンテーションの資産取得を除く，金融，経済，教
育分野における NRI との同等の権利，④ OCI カー
ド保持者は，5 年以上 OCI として登録しており，
その 5 年のうち，インド市民権の申請をする前の
1 年以上をインドで居住している場合，1955 年の
市民法 5 項（1）（g）に基づき，インド市民権を申
請することができる。
　これまでみてきた NRI，PIO，OCI の各スキー
ムを比較表としてまとめたのが，表 1 である。
NRI スキームはインド市民権を持つ者の海外居住
であり，国内非居住者というだけなので，所得税
納税の例外を除き，通常のインド市民権保持者と
して扱われる。廃止された PIO スキームは，PIO
カードを保持していない場合はビザの取得が必要
となっており，180 日以上の滞在には警察署への
登録が必要であり，行動制限がなされる。OCI ス
キームは，PIO カードを持たない PIO が OCI カー
ドを取得することによって得られる権利であり，
生涯ビザなし渡航が可能であり，行動制限がほと
んどなく，インド市民権保持者とほぼ同等の待遇
となっている。
　OCI スキームにかんする FAQ（インド内務省 
2016b）には，OCI カード申請者および保持者に
対するオンラインサービスが存在し，紙の申請書
での申請を限定し，多くの申請および許可証の発
行などがオンラインでできることが明記されてい
る。筆者はインドへの調査旅行に際し，ビザの申
請および取得をインド大使館指定のインドビザ申
請センターで行っているが，非常に複雑で不親切
で時間のかかるプロセスであり，インドに行く前
にインドを経験し，常に憂鬱になる。OCI カード
表１　NRI，PIO，OCI の比較（出典：インド内務省 2016a を一部抜粋し，筆者翻訳）
NRI PIO OCI
対象者 インド市民のうち，インドの
パスポートを持ち，年間 183
日以上海外に居住する者
インドに祖先がいて，現在，
他の国の市民権もしくは国
籍を保持する者
1955 年の市民権法セクショ
ン 7A に基づいて OCI カード
を発行された者
入国ビザ 必要なし PIO カードを保持しない場合
は必要。PIO カードの有効期
限は最長 15 年
生涯必要なし
インド国内の居住地最寄り
の警察署への登録
必要なし 180 日以上滞在する場合は，
登録が必要
必要なし
インド国内での行動制限 なし 取得したビザによる制限を
受ける
特別な許可の必要な調査を
除き，制限なし
インド市民権の取得 既にインド市民権の保持者 申請前 7 年間の居住が必要 OCI カード取得後 5 年経過＋
申請前 1 年の居住が必要
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取得者はインドの国益にかなう存在であるので，
インド入国などの手続きを簡略化することで，イ
ンドの印象を良くし，OCI カード申請者を増やす
狙いがあると考えられる。
　インド外務省が，2016 年 4 月に公表した海外居
住人口によれば，NRI は，11,422,045 人，PIO は，
15,454,091 人，合計 26,876,136 人となっている（イ
ンド外務省 2016b）。OCI カードの全発行数データ
はないが，インド政府の総合統計 Web サイトであ
る data.gov in によれば，2005 年 12 月から 2016 年
11 月までの OCI 登録者数は，約 2,380,000 人となっ
ている（data.gov in 2016a）
　OCI スキームは，1950 年代以降に増えたインド
からアメリカ等への頭脳流出者（5）をインドに戻
すための施策として改善を重ねている。Wadhwa 
et al. は，1990 年と 2007 年の間に，アメリカの労
働力における移民の割合は 9.3％から 15.7％まで
増加し，この期間の労働力成長のおよそ 45％パー
セントが移民によって占められ，その中には高等
教育を受けた専門技術者が多く含まれてアメリカ
経済牽引力としてハイテク・セクターにおいて大
きな貢献をしている，と指摘している。その例とし
て，Google 社，Intel 社，eBay 社，および，Yahoo
社といった企業の創業者には移民が含まれ，アメ
リカ国内での特許出願の 1/4 が移民によってなさ
れていることがあげられている（Wadhwa et al. 
2009：p.1）。
　このように，アメリカには成功しているインド
出身者がおり，彼らの頭脳と富をインドに呼び寄
せるには二重国籍を認め，現在の母国とインドの
間を自由に行き来することができる制度が必要で
あり，現在の OCI スキームができあがった。
３．アメリカ国内に住む非居住インド市民
　インドにおける NRI スキームと OCI スキームに
よって海外で働くインド人およびインド系外国人
がインド国内と強い紐帯を築くことができ，ビジ
ネス面で先進国の果実をインド国内に持ち込み，
新たな花を咲かせることができるようになった。
　先進国の中でも英語が使えるアメリカに居住し
ているインド人は多い。アメリカに暮らすこれら
の人々をアメリカの国勢調査である 2015 American 
Community Survey 1-Year Estimates（6）（ 以 下，ACS
と略す）の統計情報を使ってみていく。アメリカ
の総人口（以下，総人口と表す）は，321,418,821
人（推計，以下同じ）で，そのうち，人種がイン
ド系のみの居住者（インドとその他の国の双方に
祖先を持つものは除く，以下，インド系居住者と
表す）は，3,699,957 人で総人口の 1.15％を占めて
いる。平均年齢は，総人口が 37.8 歳，インド系居
住者は 33.6 歳となっている。婚姻関係は，15 歳
以上のインド系居住者数 2,938,290 人のうち，既
婚が 69.2％，死別が 3.1％，離婚が 2.5％，別居が
0.7％，独身が 24.5％となっている。25 歳以上の
インド系居住者 2,542,282 人の学歴は，中卒以下
が 7.9％，高卒が 9.0％，専門学校・短大卒が 9.7％，
大卒が 32.6％，大学院修了が 40.8％となっている。
アメリカ全体の 25 歳人口のうち，大卒は 19％，
大学院修了は 11.6％であり，インド系居住者の最
も大きな特徴はこの高学歴になる。
　インド系居住者が高学歴である理由は，出生地
の比較によって理解しやすくなる。アメリカ総人
口の 86.53％はアメリカ国内で出生しているが，
インド系居住者は 28.48％に過ぎない。多くのイ
ンド系居住者は海外からアメリカにやってきてい
るのである。インド系居住者のうち，海外で生ま
れた者の比率は 71.52％になるが，このうち，ア
メリカの市民権を取得した者が 48.49％，取得し
ていない者が 51.51％と海外からアメリカに来た
者の約半数がアメリカの市民権を取得している。
アメリカで働くためのビザ取得もアメリカの市民
権取得もアメリカにとって有利になるものがない
とその取得は難しい。アメリカ国民の職業や生活
を脅かさずにアメリカの国力増大に寄与する必要
がある。ACS を分析した結果によれば，インド系
居住者にはそれがあったということになる。イン
ド系居住者が高学歴である具体的な理由はアメリ
カ政府の非移民労働ビザ発給の仕組みにあるとい
える。移民国家アメリカは，高学歴の専門技術者
を 1 期 3 年で 2 期まで滞在できる専門職ビザを発
行し，インド人専門技術者を呼び寄せ，専門職ビ
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ザの期限が切れた後もアメリカ滞在を望むインド
系居住者に永住権取得のチャンスを与えている。
　アメリカで働くための労働ビザとして一般的な
のは，H-1B カテゴリの専門職ビザであるが，アメ
リカの国土安全省市民権・移民局によれば，2014
年度（7）には合計で 315,857 件の H-1B ビザが発給
されたが，そのうちインド人に対しては 220,286 
件が発給されている。合計に対して 69.7％の H-1B
ビ ザ が イ ン ド 人 に 発 給 さ れ て い る（U.S. 
Citizenship and Immigration Services 2015：pp.7 – 8）。
ビザ発給数 2 位の中国には 26,393 件しか発給され
ておらず，インドが飛び抜けて多いことがわか
る。同報告書によれば，2014 年度 H-1B ビザ全取
得者のうち，203,425 人（64.5％）がコンピュー
タ関係の職業に携わっている（U.S. Citizenship and 
Immigration Services 2015：pp.12 – 3）。
　アメリカの法律では，出生により二重国籍を取
得したアメリカ人や，子供の時に第二の国籍を取
得したアメリカ人に対して，成人したらどちらか
の国籍を選択しなければならないという特別な決
まりは規定されていない。アメリカ政府は，二重
国籍が原因となって問題が生じることがあるので
方針としては二重国籍を支持していないが，二重
国籍の存在を認め，アメリカ人が他の国籍を持つ
事を認めている。外国籍を自動的に取得すること，
又はそれを留保することはアメリカの国籍に影響
を与えないが，自ら申請して外国籍を取得した場
合は，アメリカの移民国籍法によりアメリカ国籍
を喪失する場合がある（アメリカ大使館 2016）。
　いままで見てきたようにアメリカは，インドか
ら高学歴者を非移住労働ビザで呼び寄せて，希望
者に永住権・市民権・二重国籍を認めることで国
際競争力を確保している側面がある。インドでは
実質的な二重国籍を認める OCI スキームがあるの
でアメリカの永住権や市民権をとった者が故郷に
帰り，もしくは，インドに祖先のいるアメリカ国
籍をもった者がインドに行き，ビジネスをするこ
とも，プライベートな生活を送ることも可能であ
るので，アメリカに居住するインド人はアメリカ
の永住権・市民権の取得を行うことが多いと考え
られる。
４．多国籍企業における H-1B ビザおよび
　　永住権の取得
　H-1B は専門職ビザであるが，H-1B ビザの申請
に 先 立 っ て 外 国 人 労 働 許 可（Labor Condition 
Applications 以下 LCA と略す）の取得が必要にな
る。LCA は，企業がどのような職種の人材をアメ
リカ国内のどこでいくらの給料で雇うということ
を労働省に届け出て，H-1B ビザで雇ってもよいと
いうポジション許可を確保するための認可システ
ムになる。ビザと違って個人の特定はしなくても
よい。LCA で申請される給与はその労働者が働く
地域におけるその職種の平均賃金を下回ることは
許されない。LCA にはアメリカ国民の職を低賃金
諸国の専門技術者に奪われることから守る目的が
ある。H-1B ビザは個人に対して発給されるが，
アメリカ国内でビジネスを行っている企業がス
ポンサーとなることが条件のひとつであり，多
くのインド人が H-1B ビザを取得するためにはイ
ンド人をアメリカ国内で雇いたい企業が LCA を
申請する必要がある。2014 年度の H-1B ビザ発給
数 315,857 件 に 対 し，LCA 申 請 は 1,294,842 件
（Employment and Training Administration, U. S. 
Department of Labor 2015：p.3）が行われており，
LCA 申請は H-1B 申請の 4 倍程度行われているこ
とになる。これは，ビジネスの進行によって必要
になる専門技術者を確保するために必要になる
H-1B の申請に先立って，ビジネスの可能性のある
地域および職にかんする LCA を獲得しておく必
要があるためと推測できる。
　インドが 1 年間の H-1B ビザ発給数の 7 割にあ
たるビザを取得するには LCA の申請から H-1B の
申請までの一連の流れを組織的に淀みなく行う必
要があり，インド系多国籍企業が自社のビジネス
拡大のためにそれを業務として行っている。
　2015 年度の LCA は，ポジション確保の届出総
数が 1,233,968 件で，許可されたポジション確保
数は 1,185,686 件であった。このうち，コンピュー
タ関連の職業のポジション確保が 803,022 件
と 66.7％を占めている（Employment And Training 
Administration United States Department Of Labor 
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2016b）。
　LCA でのポジション確保トップ 10 企業は，1 位：
Deloitte  Consulting,  LLP 社（118,406 件 ），2 位：
Cognizant Technology Solutions（82,662 件），3 位：
Tata Consultancy Services Limited（43,247 件），4 位：
Wipro Limited（36,151 件），5 位：iGate Technologies, 
Inc.（35,973 件），6 位：Infosys Limited（33,213 件），
7 位：Mindtree Limited（23,500 件 ），8 位：Syntel 
Consulting, Inc.（23,154 件），9 位：Deloitte & Touche, 
LLP（20,267 件），10 位：Accenture, LLP（19,658 件）
で，合計 436,231 件（全体の 35.8％）を占めてい
る（Employment And Training Administration United 
States Department Of Labor 2016a：p.33）。
　これらの企業はすべて，ソフトウェア技術など
の ICT を利用して企業コンサルティングを中心と
したビジネスをグローバルで行っている多国籍企
業 で， イ ン ド 人 専 門 技 術 者 は， 主 に BPM や
Fintech な ど の Computer Systems Analysts（ コ ン
ピュータ・システム・アナリスト）職に従事して
いる。
　従来は，インド系ソフトウェア多国籍企業は，
H-1B，もしくは，L-1（8）ビザによる非移民ビザを
多用し，従業員のアメリカ永住権の取得にはほと
んど関与してこなかった。しかしながら，H-1B，
および，L-1 ビザにかんする近年の政治的な動き
により，永住権取得の支援が行われるようなった。
　この状況を確認するために 2015 年度に永住権
を獲得したインド出身者についてみてみよう。イ
ンド出身者への永住権は 45,670 人に与えられた。
永住権獲得者の職業トップ 5 は，以下の通りであ
る。1 位：Software Developers, Applications（ ア プ
リケーショ関連ソフトウェア開発者）21,231 人，
2 位：Computer Systems Analysts（コンピュータ・
システム・アナリスト）8,732 人，3 位：Software 
Developers, Systems Software（システムソフトウェ
ア 関 連 ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 者 ）3,615 人，4 位：
Electronics Engineers, Except Computer（コンピュー
タ 以 外 の 電 機 系 エ ン ジ ニ ア ）1,738 人，5 位：
Computer and Information Systems Managers（ コ ン
ピュータおよびインフォメーション・システム管
理者）1,360 人となっている。4 位を除いてすべて
コンピュータ関連職となっており，永住権取得者
の 76％以上がコンピュータ関連職に就いている。
　2012年にインドで Infosys社などにインタビュー
を行った時は，アメリカではインド系専門技術者
を雇うことはなく，インド国内で雇用することが
ほとんどである旨をヒアリングした（伊田昌弘・
齊藤豊 2012：23 – 35 頁）が，workpermit.com Web
サイトによれば，近年，Infosys 社は，H-1B およ
び L-1 ビザの取得を減らすためにアメリカ国内の
労働者を雇用するようになった（Daniel Waldron 
and Sanwar Ali 2016）。
　同記事によれば，2016 年のアメリカ大統領選挙
で移民排斥を訴えているトランプ候補が大統領に
なったときのリスクに備えて，2016 年度はアメリ
カ国内で 2,144 名を雇い，今後もこの傾向は続い
ていくとしている。同記事では，Infosys 社は 2016
年度にアメリカ国内で 23,594 名の従業員を保持し
ているが，このうち，11,659 名は H-1B ビザ，1,364
名は L-1B ビザでアメリカに入国した従業員であ
るとしている。実に 55.2％の従業員がインドなど
の外国からアメリカに入国したことになる。
　すでにアメリカ政府は，2014 年度に H-1B ビザ
の発給費用を従来の 2,000 ドルから 4,000 ドルへ
と倍増させている。2014 年度にインド系企業は約
220,000 件の H-1B ビザを取得しているので，総額
4 億ドルの費用増加が起きた。この費用増加は一
時的なことではなく，今後，同じ人数の H-1B ビ
ザ発給を受けようとすれば，同じ額の費用が発生
する。これらは，H-1B ビザ申請者のスポンサー
企業が支払うことが多く，スポンサー企業たるイ
ンド系ソフトウェア多国籍企業に費用増加が大き
くのしかかることになった（NDTV Profit web サイ
ト 2016）。
　2016 年には，ニュージャージー州選出の民主党
下院議員 Bill Pascrel とカリフォルニア州選出の共
和党下院議員 Dana Rohrabacher によってビザにか
んする法案の The H-1B and L-1 Visa Reform Act of 
2016 が提示された（The Financial Express web サイ
ト 2016）。同法案は，企業が従業員 50 人以上，か
つ，従業員の 50％以上がすでに H-1B と L-1 ビザ
を保持している場合は，それ以上 H-1B ビザで雇
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うことを禁じるものである。
　同記事では，インド系 ICT 業界団体である
NASSCOM の 副 会 長 Shivendra Singh が，H-1B で
海外，特にインドの専門技術者がアメリカに大量
に入国しているのは，現在ではそれらの専門技術
者のコストが低いことが原因なのではなく，アメ
リカ国内で企業向けソフトウェアおよびアプリ
ケーション・システムなどを分析・設計・開発す
る必要な能力をもった専門技術者人材が得られな
いことが問題であり，不足している能力を海外か
ら補っている旨の発言を紹介している。Singh は，
専門技術者不足にかんして，アメリカ労働省の見
積もりでは 2018 年までに科学・技術・工学・数
学の分野（STEM）で 2400,000 人程度の専門技術
者の不足が起き，その 50％はコンピュータと IT
関連の職である，と述べて，インドからの専門技
術者の国際労働移動がアメリカの雇用を脅かして
いない旨を述べ，さらに NASSCOM は，アメリカ
にサービスビジネスを行っているインド・ベース
の IT 企業は 2011 – 13 年に 20 億ドル以上の投資を
行い，225 億ドルの税金をアメリカに支払ってい
る，と述べてアメリカ経済への貢献を訴えている。
彼らはアメリカ国内で 411,000 人の直接・間接雇
用をサポートしており，そのうち，300,000 人は
アメリカ市民もしくは永住権者である，とも主張
している。インドのソフトウェア多国籍企業がイ
ンド人専門技術者を使ってアメリカの労働者不足
を補っているという主張である。
　この法案（The H-1B and L-1 Visa Reform Act of 
2016）は，結果として，2016 年の連結歳出法の改
正にその一部が盛り込まれ，オバマ大統領が 2015
年 12 月 18 日に 2016 年の連結歳出法に署名した
ことで，従業員 50 人以上，かつ，従業員の 50％
以上がすでに H-1B と L-1 ビザを保持している場
合に，H-1B ビザ取得に対して 4,000 ドル，L-1 ビ
ザ取得に対して 4,500 ドルの連邦歳出法費用を支
払わなくてはいけない法律が成立した。アメリカ
市民権・移民局は，2016 年 2 月 11 日以降の手続
き に か ん し て 費 用 徴 収 を 始 め る と 発 表 し た
（News18.com web サイト 2016）。
　2016 年 11 月 9 日のアメリカ大統領選挙によっ
て移民排斥を唱えるトランプ候補が次期大統領に
選ばれたので，今後はさらに厳しい規制も起こり
得るだろう。そうなれば，インド系ソフトウェア
多国籍企業にとっては大きな痛手となる可能性が
高い。
　こういった状況を鑑み，Infosys 社は 2013 年度
から従業員の永住権取得にも力を入れ始めてい
る。2013 年度は 5 名，2014 年度は 695 名，2015
年度は 128 名がそれぞれ永住権取得のための LC
の認証を受けている（myvizajobs.com web サイト 
2016）。LC は，永住権取得希望者向けの労働にか
んする認証で，H-1B ビザの LCA と同等の認証と
なる。同 web サイトによれば，Infosys 社の永住権
申請希望者のプロファイルは以下の通りである。
申請時の市民権は，インド（1,195 人），イギリス（2
人），カナダ（2 人）中国（1 人），スリランカ（1 人），
ジャマイカ（1 人），ペルー（1 人）であり，圧倒
的にインド人が多い。申請時の入国ステータスは，
H-1B（858 人），アメリカ国外居住（212 人），L-1（87
人），再入国者（13 人），H-4（9）（6 人），TN（10）（2 人），
H-1B1（11）（1 人）となっており，すでに非移民労
働ビザで専門技術者として入国している者が多
い。申請希望者の学歴は，学士（988 人），修士（182
人），その他（31 人），博士（2 人）となっている。
また，大学は University Of Madras, India（63 人）他，
インドの大学が多数を占め，専攻は機械工学（143
人）電気およびコンピュータ工学（127 人），コン
ピュータ科学および工学（124 人）が上位を占め
ている。インドからの専門技術者は，アメリカ留
学を経ていないという特徴がある。
　ここから分かるのは，Infosys 社は，H-1B でア
メリカに入国させた専門技術者を中心にしてアメ
リカ永住権を取らせてトランプリスクやビザ発給
費用の増加に代表される出稼ぎ労働者の直接・間
接入国制限への対抗措置を講じはじめていること
である。
　NASSCOM や Infosys 社の主張通りに，インド
系ソフトウェア多国籍企業が従来言われていた低
コスト労働者を使ったビジネス・プロセス・アウ
トソーシング・ビジネスを行っているのではなく，
専門技術者が不足している情報系を中心としたコ
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ンサルティング・ビジネスを行っているのであれ
ば，インドからの国際労働力移動を減らし，アメ
リカ国内での新規雇い入れや H-1B や L-1 といっ
た非移民ビザで入国している従業員へ永住権を取
得させることを加速したとしても，経営上の大き
な問題とはならないだろう。
　インド最大のソフトウェア多国籍企業，Tata 
Consultancy Services（TCS）社の最高経営責任者
である N. Chandrasekaran は，連結歳出法の改正は
大きな問題ではないと述べ，その理由として，
TCS 社が用いているリソース・デプロイメント・
モデルによって，いろいろなオプションを選択す
ることができ，費用の増大というインパクトを緩
和することができることをあげている（News18.
com web サイト 2016）。リソース・デプロイメント・
モデルは TCS 社以外のインド系ソフトウェア多国
籍企業でも採用されている手法である。
　インド系ソフトウェア多国籍企業は，1990 年代
にコンピュータ 2000 年問題解決のために大量の
ソフトウェア・エンジニアをアメリカに国際労働
力移動させたが，2010 年代に入り，インターネッ
トを使ったクラウド・システムが普及し始めると，
アメリカなど顧客のいる先進国にはコンサルタン
トを中心としたシステムの分析・設計にかかわる
人材を国際労働力移動させ，実際のシステム開発
を行うプログラマやシステムの運営管理を担当す
るスタッフ，ヘルプデスクなどのオペレータなど
はインド内の拠点で作業させるリソース・デプロ
イメント・モデルを活用し始め，開発・運用担当
者レベルの従業員の企業内国際労働力移動を減ら
し，サービス提供コストを低減している。H-1B ビ
ザ発給の前提となる LCA 取得によって決められ
た最低賃金の保証（12）により，アメリカに国際労
働力移動されるインド人専門技術者は母国での給
与の 5－13 倍程度の給与が支給されている。もし，
アメリカに国際労働力移動されているインド人専
門技術者が，インターネット上のクラウド・シス
テムを利用して，国際労働力移動せずに母国で同
じ業務ができるなら，インド系ソフトウェア多国
籍企業は，アメリカに国際労働力移動させる専門
技術者の数を減らすことができ，減らした分の専
門技術者には 5－13 倍も高い従業員給与を支払わ
ずに済む（齊藤豊 2013：1– 38 頁）。このコストダ
ウンは一連のビザ費用の高騰に対しても有効に作
用する。
　インドからコンサルタントを国際労働力移動さ
せて，アメリカ国内でのシステム構築などの仕事
を獲得し，その開発および運営はインド国内の開
発者やオペレータに任せるモデルにすることで，
顧客 1 件あたりの開発費用を下げることができる。
開発やオペレータをインド国内に留めることで，
従来，彼らが占めていたアメリカ行きのポストに
余裕ができ，アメリカに国際労働力移動させるコ
ンサルタントの人数を増やすことも可能になる。
コンサルタントが増えれば，コンサルティング契
約件数も多くなり，それに付随する開発・運用契
約件数も増えるので，インド系ソフトウェア多国
籍企業の収益も大きすることが可能になる。
　インド系ソフトウェア多国籍企業が，アメリカ
の非移民ビザ発給の締め付けをそれほど恐れてい
ないのは，技術環境の進歩によって専門技術者の
物理的な移動を行わなくても同じサービスが可能
になったことと，核となる人材のアメリカ永住権
取得へのサポートをすることで H-1B や L-1 など
の非移民ビザの対象にならない従業員を増やす経
営戦略，の 2 つによって対抗する手段が確保でき
ているからである。
　インド系ソフトウェア多国籍企業の経営戦力上
の武器はキメの細かい従業員タレント・マネジメ
ント・システムにある。企業内外の各種資格，語
学能力，コミュニケーション能力など様々な側面
から個々の従業員を把握し，スケジュール管理機
能と合わせて，ビジネスの進行によって発生する
各種のプロジェクトへ適材適所に要員配置できる
からである（齊藤豊 2015b：187 – 91 頁）。
　インド系ソフトウェア多国籍企業は，アメリカ
やヨーロッパの顧客企業にソフトウェア・サービ
スを提供することで収益をあげている。彼らは，
円滑にビジネスを進めるためにリソース・デプロ
イメント・モデルを始めとするインドと先進国の
双方で顧客にサービスを提供する仕組みを作り上
げたが，そのコアとなっているのは，専門技術者
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従業員であり，各国の入出国制度に合わせて，彼
ら専門技術者従業員を国際労働力移動させてい
る。
５．おわりに
（１）まとめ
　本論文では，最初にインドの非居住インド市民
および海外インド市民権について，その制度と対
象者の規模を明らかにした。引き続き，アメリカ
で働くインド系居住者についての実態を明らかに
し，多国籍企業が専門技術者をアメリカに入国さ
せている状況をみた。最後にインド系ソフトウェ
ア多国籍企業である Infosys 社の従業員について
アメリカ入国状況をみた。
　これらの調査分析をまとめると，インドは海外
の力を経済開発に利用しようとしている意図がみ
てとれる。インドは憲法で禁止されている二重国
籍を認める制度を作って海外に住むインド系外国
人をインド市民に近い待遇でインド国内に招きよ
せ，海外で働くインド非居住市民に対しては税制
面での優遇を行い，インドへの投資を促している。
かたや，アメリカは，移民の国として移民に対し，
幅広く門戸を開いているが，2016 年の大統領選挙
を契機に労働者階級の白人を中心とした層の支持
を受けたトランプ次期大統領に代表される移民排
斥の動きが広がりつつある。
　インドとアメリカの非移民労働ビザおよび移民
制度をみることで，グローバル社会における勢い
のある新興国に対する成熟しきった先進国の対応
という構図を描く一助となる分析結果がでた。ア
メリカにおけるインド系ソフトウェア企業の存在
感は年ごとに大きくなっており，アメリカ国内企
業にとって情報システムを中心とした間接部門の
業務を委託するのみならず，インターネットを活
用したクラウドビジネスの実施に際しての協力
パートナーとして確実に成長している。
　インド系ソフトウェア多国籍企業によるアメリ
カなど先進国企業の下請けビジネスからビジネ
ス・パートナーへの昇格を目指して，NASSCOM
が数年前に BPO から BPM（13）への方向転換を宣言
したが，Infosys 社，TCS 社，Wipro 社などインド
系ソフトウェア多国籍企業のトップ企業が，従業
員をインドからアメリカに移動させて行う，いわ
ば，出稼ぎ労働の形態からの脱却を目指している
のは新しい兆候である。
（2）今後の課題
　本論文によって，インド系ソフトウェア多国籍
企業の新たな人材戦略が明らかになった。今後は，
2016 年のアメリカ大統領選挙の後に何が起こるか
をみて，それに対応したインド系ソフトウェア多
国籍企業の経営戦略の変更を調査分析し，インド
系ソフトウェア多国籍企業が，従業員を企業特殊
的優位として先進国企業もしくは他の新興国企業
や発展途上国企業との競争に勝ち，多国籍化を成
し遂げていく研究を継続する所存である。
　インド系ソフトウェア多国籍企業が国際労働力
移動を減らしていく戦略は，2000 年以降 15 年以
上もかけて築いてきた企業特殊的優位の新たな形
に変化をもたらすものである。もし，アメリカの
法律改正によって，非移民ビザによる専門職技術
者の国際労働力移動に変化が起きるのであれば，
その結果，インド系ソフトウェア多国籍企業が従
業員を企業特殊的優位として維持できるのか，否
かを注意深く観察しなければならない。
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脚注
（ 1 ） 市民権法の中の規定については、インド外務
省 Web サイト Extract from the Citizenship Act, 
1955 2016 を参照した
（ 2 ） PIO スキームは、2015 年 1 月 9 日付の官報告
示 No.25024/9/2014-F.I により廃止され、OCI
スキームに移行した
（ 3 ） インドの Income Tax Department が発行する
10 英数字がミックスされた番号のことで
PAN カードとはその番号が記載されたカー
ドをさす
（ 4 ） 市民権法（Citizenship act 1955）の Registration 
of Overseas Citizen of India Cardholder にかんす
る抜粋は，インド内務省 Web サイトを参照し
た。参照日：2016/10/25　参照 URL：http://
mha1.nic.in/pdfs/1955.pdf
（ 5 ） 頭脳流出者とは，インドの高度人材のうち、
より良い生活を求めてアメリカなどの先進
国へ移住し，市民権を取得した者をさす
（ 6 ） アメリカ商務省センサス・ビューローが出し
ている 2015 American Community Survey 1-Year
　　Estimates の 中 の S0201: Selected Population 
Profile In The United States を American Fact 
Finder を使用してデータを入手し，筆者が比
較表を作成した
（ 7 ） 2014 年度は 2013 年 10 月 1 日から 2014 年 9
月 30 日までを指す
（ 8 ） L-1 ビザはアメリカに滞在する駐在員ビザで
L-1A ビザが管理職向けで通算 7 年，L-1B ビ
ザは専門職向けで通算 5 年までの滞在が可能
である。
（ 9 ） H-1B ビザの配偶者に与えれるビザ
（10） NAFTA（北米自由貿易協定）に基づく，カ
ナダやメキシコの国籍保有者対象のビザ
（11） H-1B ビザ対象者のうち，アメリカとの FTA
により認められた特別枠のビザで、現在は
シンガポールとチリが対象となっている
（12） 移民労働者が低賃金で働くことでアメリカ
国内の同業者のビジネス環境が悪化するこ
とを防ぐために H-1B ビザ申請前に当該申請
者の賃金が就業地域における同一職種の賃
金と異ならないことを労働条件申請書に
よって労働省に申請し，許可を受ける必要
がある
（13） Business Process Outsourcing からBusiness Process 
Management への方向転換は，業務委託中心
の下請けからビジネス・パートナーへの転換
を意味している
